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議案第１号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

令和６年１１月２９日提出 

伊那市長 白 鳥 孝 
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専決第６号 

専 決 処 分 書 

令和６年度伊那市一般会計第５回補正予算を、別冊のとおり専決処分する。 

令和６年１０月１日 

伊那市長 白 鳥 孝 
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議案第２号 

農業委員会委員の任命について 

下記の者を農業委員会の委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和

２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

なお、任命に当たり、認定農業者等が委員の過半数を占めることが困難であるため、

農業委員会等に関する法律施行規則（昭和２６年農林省令第２３号）第２条第２号の

規定により、委員の少なくとも４分の１を認定農業者等又は認定農業者等に準ずる者

とすることについて、議会の同意を求める。 

記 

氏 名 生 年 月 日 住 所 区 分 等 

平岩 なお子 昭和33年１月４日 伊那市美篶5332番地１ 
農業者団体推薦 

認定農業者等に準ずる者 

小池 和広 昭和24年６月20日 伊那市山寺2609番地２ 
利害関係を有しない者 

小池 正倫 昭和48年１月６日 伊那市西町6701番地２ 
地区推薦（伊那） 

認定農業者等に準ずる者 

池上 朝男 昭和27年１月17日 伊那市日影480番地１ 
地区推薦（伊那） 

平澤 賢 昭和32年３月23日 伊那市野底7590番地 
地区推薦（伊那） 

丸山 重昭 昭和29年１月13日 伊那市富県629番地２ 
地区推薦（富県） 

認定農業者等に準ずる者 

竹松 康弘 昭和30年５月５日 伊那市富県9055番地２ 
地区推薦（富県） 

認定農業者等に準ずる者 

小林 達男 昭和29年12月23日 伊那市美篶8967番地 
地区推薦（美篶） 
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氏 名 生 年 月 日 住 所 区 分 等 

山岸 信博 昭和31年８月９日 伊那市美篶4952番地 
地区推薦（美篶） 

入江 光 昭和32年２月７日 
伊那市手良沢岡867番地

４ 

地区推薦（手良） 

野溝 義光 昭和34年３月１日 伊那市東春近405番地 
地区推薦（東春近） 

伊東 秀岳 昭和32年２月４日 伊那市東春近7986番地５ 
地区推薦（東春近） 

認定農業者等に準ずる者 

泉澤 國人 昭和30年４月４日 伊那市西箕輪7944番地 
地区推薦（西箕輪） 

白鳥 幸紀 昭和26年４月20日 伊那市西春近1442番地２ 
地区推薦（西春近） 

梶野 勉 昭和26年４月２日 伊那市西春近8790番地 
地区推薦（西春近） 

伊澤 雄一 昭和24年１月26日 
伊那市高遠町東高遠2059

番地２号 

地区推薦（高遠） 

小池 守雄 昭和29年３月10日 
伊那市高遠町藤澤2975番

地イ号 

地区推薦（高遠） 

宮下 由紀夫 昭和30年４月６日 
伊那市長谷市野瀬462番

地１ 

地区推薦（長谷） 

認定農業者等に準ずる者 

池上 ミドリ 昭和31年９月10日 
伊那市手良野口859番地

２ 

公募 

認定農業者等 

令和６年１１月２９日提出 

伊那市長 白 鳥 孝 
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（提案理由） 

農業委員会の委員が令和７年３月３１日付けで任期満了となることに伴い、上記の

者を農業委員会の委員に任命したいので、提案するものであります。 

なお、委員の任期は、３年であります。 
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議案第３号 

財産（土地）の取得について 

下記のとおり財産（土地）を取得することについて、伊那市議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１８年伊那市条例第４７号）第３条

の規定により、議会の議決を求める。 

記 

１ 地 番  伊那市東春近６８００番１ ほか５４筆 

（別記のとおり） 

２ 地 目  田、畑、山林及び宅地 

３ 地 積  ４９,６９８.４１平方メートル 

４ 取得予定価格 １４６,３９２,７４５円 

５ 相 手 方 ○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○ ほか４１人

（別記のとおり） 

令和６年１１月２９日提出 

伊那市長    白 鳥 孝

（提案理由） 

東原工業団地の拡張用地として取得するため、提案するものであります。 
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（別記） 

取得する財産（土地）の一覧 

地 番 地目 地積(㎡) 
相 手 方 

住  所 氏  名 

伊那市東春近6800番１ 田 657.66 ○○○○○○○○○○○
○○○○

○○○○

伊那市東春近6800番２ 田 601.61 ○○○○○○○○  ○ ○○○○

伊那市東春近6801番１ 田 515.52 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6801番２ 田 452.45 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6802番１ 田 390.39 ○○○○  ○○○○○○ ○○○

伊那市東春近6802番２ 田 912.92 
○○○○ ○○○○○○ 

○ 
○○○○

伊那市東春近6803番１ 田 512.51 
○○○○ ○○○○○○ 

○ 
○○○○

伊那市東春近6803番２ 畑 363.36 
○○○○ ○○○○○○ 

○○○○ ○○○○○
○○○○

伊那市東春近6804番１ 田 1,359.36 ○○○○ ○○○○ ○ ○○○○

伊那市東春近6804番２ 田 1,458.46 ○○○○ ○○○○ ○ ○○○○

伊那市東春近6805番１ 田 753.75 
○○○○ ○○○○○○ 

○ 
○○○  ○

伊那市東春近6805番２ 田 532.53 
○○○○ ○○○○○○ 

○ 
○○○○

伊那市東春近6806番１ 田 509.50 
○○○○ ○○○○○○ 

○○○○ ○○○○○
○○○○

伊那市東春近6809番１ 山林 42.43 ○○○○ ○○○○ ○ ○○○○

伊那市東春近6809番２ 山林 183.47 ○○○○ ○○○○○○ ○○○

伊那市東春近6810番１ 宅地 51.13 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6811番１ 田 1,333.34 
○○○○ ○○○○○○ 

○ 
○○○○

伊那市東春近6811番２ 田 1,435.44 
○○○○ ○○○○○○ 

○○ 
○○○○ 

伊那市東春近6812番１ 田 1,300.29 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6812番２ 田 449.44 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6813番１ 田 466.46 
○○○○ ○○○○○○

○○○○ ○○ 
○○○○ 

伊那市東春近6813番２ 田 915.92 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 
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地 番 地目 地積(㎡) 
相 手 方 

住  所 氏  名 

伊那市東春近6814番１ 田 1,240.24 ○○○○ ○○○○ ○ ○○○○

伊那市東春近6814番２ 田 671.67 
○○○○ ○○○○○○ 

○ 
○○○ 

伊那市東春近6815番１ 田 1,333.34 ○○○○ ○○○○ ○ ○○○ 

伊那市東春近6815番２ 田 677.67 ○○○○ ○○○○○○ ○○○ ○ 

伊那市東春近6816番１ 田 710.71 ○○○○ ○○○○ ○ ○○○○

伊那市東春近6816番２ 田 561.56 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6816番３ 田 1,171.18 ○○○○ ○○○○○ ○○○○

伊那市東春近6817番１ 田 795.79 
○○○○○ ○○○○○

○○○○○
○○○○

伊那市東春近6817番２ 田 995.99 
○○○○ ○○○○○○ 

○○○○  
○○○○ 

伊那市東春近6818番１ 田 998.99 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6818番２ 田 1,025.02 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6819番１ 田 1,872.88 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6819番２ 田 2,398.40 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6820番１ 田 1,313.32 ○○○○ ○○○○○○ ○○○ ○ 

伊那市東春近6820番２ 田 1,601.61 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近6821番１ 畑 585.58 ○○○○ ○○○○○ ○ ○○○ ○ 

伊那市東春近6821番２ 田 300.30 
○○○○ ○○○○○○ 

○ ○ 
○○○○ 

伊那市東春近7863番１ 田 469.46 ○○○○ ○○○○○○ ○○○

伊那市東春近7864番 田 528.53 ○○○○ ○○○○○○ ○○○

伊那市東春近7865番 田 406.40 
○○○○ ○○○○○○ 

○○○○  ○ 
○○○○

伊那市東春近7866番 田 449.44 ○○○○ ○○○○○ ○○○○

伊那市東春近7867番１ 田 1,242.25 
○○○○ ○○○○○ ○ 

○○○○ 
○○○○ 

伊那市東春近7868番 田 1,154.15 ○○○○○○○○○○ 
○○○○ 

○○○○ 

伊那市東春近7869番１ 田 729.72 ○○○○ ○○○○○ ○ ○○○○ 

伊那市東春近7870番 田 624.62 ○○○○ ○○○○ ○ ○○○○
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地 番 地目 地積(㎡) 
相 手 方 

住  所 氏  名 

伊那市東春近7871番 田 1,260.26 
○○○○ ○○○○○○ 

○○ 
○○○○ 

伊那市東春近7872番 田 1,270.27 
○○○○ ○○○○○○

○○ 
○○○○ 

伊那市東春近7873番１ 田 1,155.15 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近7874番 田 1,081.08 ○○○○ ○○○○○○ ○○○○ 

伊那市東春近7875番 田 1,260.26 
○○○○ ○○○○○○ 

○○○○  
○○○○ 

伊那市東春近7876番１ 田 1,261.27 
○○○○ ○○○○○○ 

○○○○  
○○○○ 

伊那市東春近9983番１ 山林 1,576.52 ○○○○ ○○○○○○ ○○○

伊那市東春近9983番イ 山林 1,776.84 ○○○○ ○○○○ ○ ○○○○

合 計 55筆 49,698.41 



議案第４号 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者を下記のとおり指定することについて、地方自治法（昭和 

２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

記 

１ 山荘 

施 設 の 名 称 指定管理者の名称 指 定 の 期 間 

馬の背ヒュッテ 
株 式 会 社 フ ァ ー ス ト ア ッ セ

ント伊那支店

令和 7年 4月 1日から 

令和10年 3月31日まで 

２ みはらしファーム 

施 設 の 名 称 指定管理者の名称 指 定 の 期 間 

とれたて市場 上伊那農業協同組合 
令和 7年 4月 1日から 

令和12年 3月31日まで 

そばの家 名人亭 上伊那農業協同組合 
令和 7年 4月 1日から 

令和12年 3月31日まで 

手づくりパン工房 麦の家 伊那市手づくりパン同好会 
令和 7年 4月 1日から 

令和10年 3月31日まで 

３ 林業生活環境施設 

施 設 の 名 称 指定管理者の名称 指 定 の 期 間 

吹上集会センター 吹上区 
令和 7年 1月 1日から 

令和16年 3月31日まで 

与地集会センター 与地区 
令和 7年 1月 1日から 

令和16年 3月31日まで 

沢地域交流センター 沢町内会 
令和 7年 1月 1日から 

令和16年 3月31日まで 

上大島地域交流センター 上大島区 
令和 7年 1月 1日から 

令和16年 3月31日まで 

小沢地域交流センター 小沢区 
令和 7年 1月 1日から 

令和16年 3月31日まで 

ふれあい交流センター笠原 笠原区 
令和 7年 1月 1日から 

令和16年 3月31日まで 
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４ キャンプ場 

施 設 の 名 称 指定管理者の名称 指 定 の 期 間 

小黒川渓谷キャンプ場 株式会社伊那リゾート 
令和 7年 4月 1日から 

令和12年 3月31日まで 

千代田湖キャンプ場 
伸 和 コ ン ト ロ ー ル ズ 株 式 会

社 

令和 7年 4月 1日から 

令和10年 3月31日まで 

鹿嶺高原キャンプ場 
一 般 社 団 法 人 伊 那 谷 山 り ん

舎 

令和 7年 4月 1日から 

令和12年 3月31日まで 

南アルプス雷鳥荘 
一 般 社 団 法 人 伊 那 谷 山 り ん

舎 

令和 7年 4月 1日から 

令和12年 3月31日まで 

 

５ 介護予防施設 

施 設 の 名 称 指定管理者の名称 指 定 の 期 間 

桜井地域支え合いセンター 桜井区 
令和 7年 4月 1日から 

令和 9年 3月31日まで 

市野瀬地域支え合いセンタ

ー 
市野瀬区 

令和 7年 4月 1日から 

令和 9年 3月31日まで 

中条介護予防・生活支援拠

点施設 
中条区 

令和 7年 4月 1日から 

令和 9年 3月31日まで 

上戸南部介護予防・生活支

援拠点施設 
上戸南部実行部 

令和 7年 4月 1日から 

令和 9年 3月31日まで 

宮 下 ・ 中 平 ・ 宮 原 介 護 予

防・生活支援拠点施設 
三常会集会所管理会 

令和 7年 4月 1日から 

令和 9年 3月31日まで 

西和手・共信介護予防・生

活支援拠点施設 
勝間西常会 

令和 7年 4月 1日から 

令和 9年 3月31日まで 

 

６ 拠点施設 

施 設 の 名 称 指定管理者の名称 指 定 の 期 間 

伊那市産業と若者が息づく

拠点施設 
株式会社産直新聞社 

令和 7年 4月 1日から 

令和10年 3月31日まで 

 

７ 連携拠点施設 

施 設 の 名 称 指定管理者の名称 指 定 の 期 間 

伊那市産学官連携拠点施設 株式会社やまとわ 
令和 7年 4月 1日から 

令和10年 3月31日まで 
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令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

公の施設の管理を行う指定管理者を指定するため、提案するものであります。 
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議案第５号 

公の施設の指定管理者の指定の期間の変更について 

公の施設の指定管理者の指定の期間を下記のとおり変更することについて、議会の

議決を求める。 

記 

１ 市営駐車場 

施設の名称 
指定管理者の

名称 
議決年月日 

現行の 

指定の期間 

変更後の 

指定の期間 

中央第２駐

車場 

伊那電装株式

会社 
令和3年12月17日 

令和4年4月 1日から 

令和9年3月31日まで 

令和4年4月 1日から 

令和7年3月31日まで 

２ 旧中村家住宅 

施設の名称 
指定管理者の

名称 
議決年月日 

現行の 

指定の期間 

変更後の 

指定の期間 

旧中村家住

宅 

特定非営利活

動法人ナカラ 
令和6年 3月15日 

令和6年4月 1日から 

令和8年3月31日まで 

令和6年4月 1日から 

令和7年3月31日まで 

令和６年１１月２９日提出 

伊那市長 白 鳥 孝 

（提案理由） 

公の施設の指定管理者の指定の期間を変更するため、提案するものであります。 
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議案第６号 

 

伊那市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

 （伊那市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 伊那市一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年伊那市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分) 

旧 新 

 

 （期末手当の支給制限）                       

第49条 次の各号のいずれかに該当する者には、第47条の規定

にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に

掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）

は、支給しない。 

(1)～(2) 略 

(3) 基準日前１月以内又は基準日から当該基準日に対応する

支給日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者

を除く。）で、その離職した日から当該支給日の前日まで

の間に禁錮以上の刑に処せられたもの 

(4) 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止め

る処分を受けた者（当該処分を取り消された者を除く。）

で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮

以上の刑に処せられたもの 

 

 （期末手当の支給制限）                      

第49条 次の各号のいずれかに該当する者には、第47条の規定

にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に

掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）

は、支給しない。 

(1)～(2) 略 

(3) 基準日前１月以内又は基準日から当該基準日に対応する

支給日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者

を除く。）で、その離職した日から当該支給日の前日まで

の間に拘禁刑以上の刑に処せられたもの 

(4) 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止め

る処分を受けた者（当該処分を取り消された者を除く。）

で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し拘禁

刑以上の刑に処せられたもの 
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旧 新 

 

（期末手当の支給の一時差止め） 

第50条 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされ

ていた職員で当該支給日の前日までに離職したものが次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時

差し止めることができる。 

(1) 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴

（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定められて

いるものに限り、刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第６

編に規定する略式手続によるものを除く。第６項において

同じ。）をされ、その判決が確定していない場合 

(2) 略 

２～５ 略 

６ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれか

に該当するに至った場合には、速やかに当該一時差止処分を

取り消さなければならない。ただし、第３号に該当する場合

において、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているとき、その他

これを取り消すことが一時差止処分の目的に明らかに反する

と認めるときは、この限りでない。 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由とな

った行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられな

かった場合 

 

（期末手当の支給の一時差止め） 

第50条 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされ

ていた職員で当該支給日の前日までに離職したものが次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時

差し止めることができる。 

(1) 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴

（当該起訴に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定められ

ているものに限り、刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第

６編に規定する略式手続によるものを除く。第６項におい

て同じ。）をされ、その判決が確定していない場合 

(2) 略 

２～５ 略 

６ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれか

に該当するに至った場合には、速やかに当該一時差止処分を

取り消さなければならない。ただし、第３号に該当する場合

において、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているとき、その他

これを取り消すことが一時差止処分の目的に明らかに反する

と認めるときは、この限りでない。 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由とな

った行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられ

なかった場合 
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旧 新 

(2)～(3) 略 

７～９ 略  

 

(2)～(3) 略 

７～９ 略  

 

 

 （伊那市一般職の職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第２条 伊那市一般職の職員の退職手当に関する条例（平成１８年伊那市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

（退職手当の支払の差止め） 

第13条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者

に対し、当該退職に係る一般の退職手当等の額の支払を差し

止める処分を行うものとする。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪につい

て禁錮以上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟法

（昭和23年法律第131号）第６編に規定する略式手続による

ものを除く。以下同じ。）をされた場合において、その判

決の確定前に退職をしたとき。 

(2) 略 

２～４ 略 

５ 第１項又は第２項の規定による支払差止処分を行った退職

手当管理機関は、次の各号のいずれかに該当するに至った場

 

（退職手当の支払の差止め） 

第13条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者

に対し、当該退職に係る一般の退職手当等の額の支払を差し

止める処分を行うものとする。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪につい

て拘禁刑以上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟

法（昭和23年法律第131号）第６編に規定する略式手続によ

るものを除く。以下同じ。）をされた場合において、その

判決の確定前に退職をしたとき。 

(2) 略 

２～４ 略 

５ 第１項又は第２項の規定による支払差止処分を行った退職

手当管理機関は、次の各号のいずれかに該当するに至った場
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旧 新 

合には、速やかに当該支払差止処分を取り消さなければなら

ない。ただし、第３号に該当する場合において、当該支払差

止処分を受けた者がその者の基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消す

ことが支払差止処分の目的に明らかに反すると認めるとき

は、この限りでない。 

(1) 略 

(2) 当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処

分の理由となった起訴又は行為に係る刑事事件につき、判

決が確定した場合（禁錮以上の刑に処せられた場合及び無

罪の判決が確定した場合を除く。）又は公訴を提起しない

処分があった場合であって、次条第１項の規定による処分

を受けることなく、当該判決が確定した日又は当該公訴を

提起しない処分があった日から６月を経過した場合 

(3) 略 

６～10 略 

 

合には、速やかに当該支払差止処分を取り消さなければなら

ない。ただし、第３号に該当する場合において、当該支払差

止処分を受けた者がその者の基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消す

ことが支払差止処分の目的に明らかに反すると認めるとき

は、この限りでない。 

(1) 略 

(2) 当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処

分の理由となった起訴又は行為に係る刑事事件につき、判

決が確定した場合（拘禁刑以上の刑に処せられた場合及び

無罪の判決が確定した場合を除く。）又は公訴を提起しな

い処分があった場合であって、次条第１項の規定による処

分を受けることなく、当該判決が確定した日又は当該公訴

を提起しない処分があった日から６月を経過した場合 

(3) 略 

６～10 略 

 

 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給

制限） 

第14条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手

当等の額が支払われていない場合において、次の各号のいず

れかに該当するときは、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職をした者（第１号又は第２号に該当する場合に

 

（退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支

給制限） 

第14条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手

当等の額が支払われていない場合において、次の各号のいず

れかに該当するときは、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職をした者（第１号又は第２号に該当する場合に

- 19 -



 

 

旧 新 

おいて、当該退職をした者が死亡したときは、当該一般の退

職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、第

12条第１項に規定する事情及び同項各号に規定する退職をし

た場合の一般の退職手当等の額との権衡を勘案して、当該一

般の退職手当等の全部又は一部を支給しないこととする処分

を行うことができる。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされ

た場合にあっては、基礎在職期間中の行為に係る刑事事件

に限る。）に関し当該退職後に禁錮以上の刑に処せられた

とき。 

(2)～(3) 略 

２～６ 略  

 

おいて、当該退職をした者が死亡したときは、当該一般の退

職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、第

12条第１項に規定する事情及び同項各号に規定する退職をし

た場合の一般の退職手当等の額との権衡を勘案して、当該一

般の退職手当等の全部又は一部を支給しないこととする処分

を行うことができる。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされ

た場合にあっては、基礎在職期間中の行為に係る刑事事件

に限る。）に関し当該退職後に拘禁刑以上の刑に処せられ

たとき。 

(2)～(3) 略 

２～６ 略  

 

 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第15条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の退職手当等

の額が支払われた後において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者に対し、第12条第１項に規定する事情のほか、当該退

職をした者の生計の状況を勘案して、当該一般の退職手当等

の額（当該退職をした者が当該一般の退職手当等の支給を受

けていなければ第10条第３項、第６項又は第８項の規定によ

る退職手当の支給を受けることができた者（次条及び第17条

において「失業手当受給可能者」という。）であった場合に

 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第15条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の退職手当等

の額が支払われた後において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者に対し、第12条第１項に規定する事情のほか、当該退

職をした者の生計の状況を勘案して、当該一般の退職手当等

の額（当該退職をした者が当該一般の退職手当等の支給を受

けていなければ第10条第３項、第６項又は第８項の規定によ

る退職手当の支給を受けることができた者（次条及び第17条

において「失業手当受給可能者」という。）であった場合に
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旧 新 

は、これらの規定により算出される金額（次条及び第17条に

おいて「失業者退職手当額」という。）を除く。）の全部又

は一部の返納を命じる処分を行うことができる。 

(1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事

件に関し禁錮以上の刑に処せられたとき。 

(2)～(3) 略 

２～６ 略  

 

は、これらの規定により算出される金額（次条及び第17条に

おいて「失業者退職手当額」という。）を除く。）の全部又

は一部の返納を命じる処分を行うことができる。 

(1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事

件に関し拘禁刑以上の刑に処せられたとき。 

(2)～(3) 略 

２～６ 略  

 

 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） 

第17条 略 

２～３ 略 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に基礎在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合にお

いて、当該刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられた後にお

いて第15条第１項の規定による処分を受けることなく死亡し

たときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職手

当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の

受給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に

関し禁錮以上の刑に処せられたことを理由として、当該一般

の退職手当等の額（当該退職をした者が失業手当受給可能者

であった場合には、失業者退職手当額を除く。）の全部又は

一部に相当する額の納付を命じる処分を行うことができる。 

 

 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） 

第17条 略 

２～３ 略 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に基礎在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合にお

いて、当該刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられた後に

おいて第15条第１項の規定による処分を受けることなく死亡

したときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職

手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当

の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件

に関し拘禁刑以上の刑に処せられたことを理由として、当該

一般の退職手当等の額（当該退職をした者が失業手当受給可

能者であった場合には、失業者退職手当額を除く。）の全部

又は一部に相当する額の納付を命じる処分を行うことができ

る。 

- 21 -



 

 

旧 新 

５～８ 略  ５～８ 略  

 

 

 （伊那市公共物管理条例の一部改正） 

第３条 伊那市公共物管理条例（平成１８年伊那市条例第１４３号）の一部を次のように改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

（罰則） 

第18条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役

又は３万円以下の罰金に処する。 

(1)～(3) 略 

 

 

（罰則） 

第18条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の拘禁

刑又は３万円以下の罰金に処する。 

(1)～(3) 略 

 

 

 （伊那市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正） 

第４条 伊那市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（平成１８年伊那市条例第１６８号）の一部を次のように

改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

（退職報償金支給の制限） 

第８条 退職報償金は、次の各号のいずれかに該当する者に対

 

（退職報償金支給の制限） 

第８条 退職報償金は、次の各号のいずれかに該当する者に対
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旧 新 

しては支給しない。 

(1) 禁錮
こ

以上の刑に処せられた者 

(2)～(5) 略 

 

しては支給しない。 

(1) 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

(2)～(5) 略 

 

 

（伊那市個人情報保護法施行条例の一部改正） 

第５条 伊那市個人情報保護法施行条例（令和４年伊那市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

   附 則 

 

 

   附 則 

 

 

（経過措置） 

第３条 略 

２ 略 

３ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施

行前において旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する

事項が記録された旧条例第２条第５号に規定する保有個人情

報を含む情報の集合物であって一定の事務の目的を達成する

ために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索するこ

とができるように体系的に構成したもの（その全部又は一部

を複製し、又は加工したものを含む。）を前条の規定の施行

 

（経過措置） 

第３条 略 

２ 略 

３ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施

行前において旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する

事項が記録された旧条例第２条第５号に規定する保有個人情

報を含む情報の集合物であって一定の事務の目的を達成する

ために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索するこ

とができるように体系的に構成したもの（その全部又は一部

を複製し、又は加工したものを含む。）を前条の規定の施行
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旧 新 

後に提供したときは、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金

に処する。 

(1) 前条の規定の施行の際、現に旧実施機関の職員である者

又は同条の規定の施行前において旧実施機関の職員であっ

た者 

(2) 第１項第２号に掲げる者 

４ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の

規定の施行前において旧実施機関が保有していた旧条例第２

条第５号に規定する保有個人情報を前条の規定の施行後に自

己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗

用したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処す

る。 

５ 略 

 

後に提供したときは、２年以下の拘禁刑又は100万円以下の罰

金に処する。 

(1) 前条の規定の施行の際、現に旧実施機関の職員である者

又は同条の規定の施行前において旧実施機関の職員であっ

た者 

(2) 第１項第２号に掲げる者 

４ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の

規定の施行前において旧実施機関が保有していた旧条例第２

条第５号に規定する保有個人情報を前条の規定の施行後に自

己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗

用したときは、１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処

する。 

５ 略 

 

 

（伊那市個人情報保護審査会条例の一部改正） 

第６条 伊那市個人情報保護審査会条例（令和４年伊那市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

（罰則） 

第12条 第４条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、

１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

 

（罰則） 

第12条 第４条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、

１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。 
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附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

 （罰則の適用等に関する経過措置） 

第２条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力を有することとさ

れ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法

等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法等一部改正法」という。）第２条の規定による改正前の刑法

（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧刑法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）

（有期のものに限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のも

のに限る。以下この項において同じ。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同

じくする有期拘禁刑とする。 

 （人の資格に関する経過措置） 

第３条 拘禁刑に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力を有することとされ又は

改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処

せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者とみなす。 

 （伊那市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第４条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８

号）並びにこの条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、第１条の

規定による改正後の伊那市一般職の職員の給与に関する条例第５０条第１項第１号及び第６項第３号の規定の適用については、

拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

 （伊那市一般職の職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第５条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律並びにこの条例の施行

前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、第２条の規定による改正後の伊那市

- 25 -



 

 

一般職の職員の退職手当に関する条例第１３条第１項及び第５項、第１４条第１項並びに第１７条第４項並びに伊那市一般職

の職員の退職手当に関する条例第１７条第３項の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者と

みなす。 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の施行に伴い、所要の改正を行うため、提案するものであります。 
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議案第７号 

 

伊那市産学官連携拠点施設条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市産学官連携拠点施設条例（令和４年伊那市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、連携拠点施設において、次に掲げる業

務を行うものとする。 

(1) 共用施設の使用の許可、使用の停止等に関する業務 

 

(2)～(3) 略 

  

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、連携拠点施設において、次に掲げる業

務を行うものとする。 

(1) 共用施設及びオフィス専用施設の使用の許可、使用の停

止等に関する業務 

(2)～(3) 略 

 

 

（開館時間及び休館日） 

第６条 共用施設の開館時間及び休館日は、次のとおりとする。 

(1) 開館時間 午前９時から午後９時まで 

(2) 休館日 火曜日及び12月29日から翌年の１月３日まで 

  

 

２ 略 

 

（開館時間及び休館日） 

第６条 共用施設の開館時間及び休館日は、次のとおりとする。 

(1) 開館時間 午前９時から午後６時まで 

(2) 休館日 日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法

律178号）に規定する休日、８月13日から８月16日まで及び

12月29日から翌年の１月３日まで 

２ 略 
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旧 新 

 

（オフィス専用施設の使用対象者） 

第７条 オフィス専用施設を使用することができる者は、オフ

ィス専用施設において地域資源を生かした農林業等の新たな

取組を行う個人、法人又は団体のうち、次の各号のいずれか

に該当する者であって、市長が使用をさせることが適当であ

ると認めたものとする。 

 (1)～(2) 略 

２ 略 

 

（オフィス専用施設の使用対象者） 

第７条 オフィス専用施設を使用することができる者は、オフ

ィス専用施設において地域資源を生かした農林業等の新たな

取組を行う個人、法人又は団体のうち、次の各号のいずれか

に該当する者であって、指定管理者が使用をさせることが適

当であると認めたものとする。 

 (1)～(2) 略 

２ 略 

 

 

（オフィス専用施設の使用の許可） 

第９条 オフィス専用施設を使用しようとする者は、あらかじ

め市長に申請し、許可を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の許可に際し、管理上必要な条件を付すこと

ができる。 

 

 

（オフィス専用施設の使用の許可） 

第９条 オフィス専用施設を使用しようとする者は、あらかじ

め指定管理者に申請し、許可を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の許可に際し、管理上必要な条件を付

すことができる。 

 

 

（オフィス専用施設の使用期間） 

第10条 オフィス専用施設の使用期間は、３年以内とする。た

だし、市長は、特に必要があると認めるときは、使用期間を

延長することができる。 

 

 

 

（オフィス専用施設の使用期間） 

第10条 オフィス専用施設の使用期間は、３年以内とする。た

だし、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、市長

の承認を得て、使用期間を延長することができる。 
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旧 新 

 

（使用許可の制限） 

第11条 市長又は指定管理者は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、使用を許可しないことができる。 

(1)～(4) 略 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長又は指定管理者が使用

を不適当と認めるとき。 

 

 

（使用許可の制限） 

第11条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、使用を許可しないことができる。 

(1)～(4) 略 

(5) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者が使用を不適当

と認めるとき。 

 

 

（利用料金） 

第12条 略 

 

 

２ 前項の規定により納付された利用料金は、指定管理者の収

入とする。 

３ 略 

 

 

（利用料金） 

第12条 略 

２ 指定管理者は、利用料金の額を、別表に定める額の範囲内

において、あらかじめ市長の承認を得て定めるものとする。 

３ 第１項の規定により納付された利用料金は、指定管理者の

収入とする。 

４ 略 

 

 

（使用許可の取消し等） 

第19条 市長又は指定管理者は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、連携拠点施設の使用許可を取り消し、又は使用を

停止し、若しくは使用条件を変更することができる。この場

合において、使用者に生じた損害については、市長又は指定

管理者は、その責めを負わない。 

 

（使用許可の取消し等） 

第19条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、連携拠点施設の使用許可を取り消し、又は使用を停止

し、若しくは使用条件を変更することができる。この場合に

おいて、使用者に生じた損害については、指定管理者は、そ

の責めを負わない。 
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旧 新 

(1)～(5) 略 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長又は指定管理者におい

て必要があると認めたとき。 

 

(1)～(5) 略 

(6) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者において必要が

あると認めたとき。 

 

 

（市長による管理） 

第22条 略 

２ 前項の規定により市長が連携拠点施設の管理を行う場合に

おける第６条、第８条、第15条、第17条、第18条及び別表の

規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

第６条 指定管理者は、特に必

要があると認めるとき

は、市長の承認を得て 

市長は、特に必

要があると認め

るときは 

第８条、第15条、第

17条、第18条 

 

指定管理者 市長 

別表 （第12条関係） （第23条関係） 

別表 利用料金 使用料 

  

 

 

   

 

 

（市長による管理） 

第22条 略 

２ 前項の規定により市長が連携拠点施設の管理を行う場合に

おける第６条、第８条から第11条まで、第15条、第17条から

第19条まで及び別表の規定の適用については、次の表の左欄

に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第６条及び第10条 指定管理者は、特に必

要があると認めるとき

は、市長の承認を得て 

市長は、特に必

要があると認め

るときは 

第８条、第９条、第

11条、第15条及び第

17条から第19条まで 

指定管理者 市長 

別表 （第12条関係） （第23条関係） 

別表 利用料金 使用料 

別表 指定管理者が市長の承

認を得て 

市長が 
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旧 新 

 

別表（第12条関係） 

施設等利用料金 

１ 共用施設 

区分 単位 利用料金 

略  

キッチン １時間につき 250円

  

 

 

略  

２～４ 略 

備考 

１～２ 略 

 

 

別表（第12条関係） 

施設等利用料金 

１ 共用施設 

区分 単位 利用料金 

略   

キッチン １時間につき 250円

キッチン（営利目的利用） 

 

１時間につき 500円

１日につき 3,000円

１月につき 30,000円

略   

２～４ 略  

備考 

１～２ 略 

３ キッチン（営利目的利用）を使用する場合の１月当たり

の使用日数の上限は、指定管理者が市長の承認を得て別に

定める。 

４ 貸オフィス（大）又は貸オフィス（中）は、当該施設の

使用者がいないときに限り、会議室（大）として使用でき

るものとし、この場合の利用料金の額は会議室（大）の額

とする。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の使用に係るものから適用し、同日前の使用に係るものに

ついては、なお従前の例による。 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

施設の運用について所要の改正を行うため、提案するものであります。 
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議案第８号 

 

伊那市林業生活環境施設条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市林業生活環境施設条例（平成１８年伊那市条例第１３３号）の一部を次のように改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

 （名称及び位置） 

第２条 林業生活環境施設の名称及び位置は、次のとおりとす

る。 

名称 位置 

略  

横山集会施設 伊那市横山9327番地３ 

沢地域交流センター 伊那市西町5071番地４ 

略  

  

 

 （名称及び位置） 

第２条 林業生活環境施設の名称及び位置は、次のとおりとす

る。 

名称 位置 

略  

  

沢地域交流センター 伊那市西町5071番地４ 

略  

  

 

 

附 則 

この条例は、令和７年１月１日から施行する。 
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令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

林業生活環境施設を所在する区域の認可地縁団体へ譲与するため、提案するものであります。 
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議案第９号 

 

伊那市学校法人の助成の手続に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市学校法人の助成の手続に関する条例（平成１８年伊那市条例第１７５号）の一部を次のように改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、私立学校法（昭和24年法律第270号）第59

条の規定により、学校法人に対する助成の手続に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、私立学校法（昭和24年法律第270号）第

132条の規定により、学校法人に対する助成の手続に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 

 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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（提案理由） 

私立学校法の一部を改正する法律（令和５年法律第２１号）の施行に伴い、所要の改正を行うため、提案するものであります。 

- 36 -



 

 

議案第１０号 

 

伊那市水道布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市水道布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等に関する条例（平成２４年伊那市条例第４４号）の一部を次のように

改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

（布設工事監督者の資格） 

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める布設工事監督

者が有すべき資格は、次の各号のいずれかに該当するものと

する。 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大

学を除く。以下同じ。）の土木工学科又はこれに相当する

課程において衛生工学若しくは水道工学に関する学科目を

修めて卒業した後、２年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者 

 

 

(2) 学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する

課程において衛生工学及び水道工学に関する学科目以外の

学科目を修めて卒業した後、３年以上水道に関する技術上

 

（布設工事監督者の資格） 

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める布設工事監督

者が有すべき資格は、次のとおりとする。 

 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大

学を除く。以下同じ。）において土木工学科又はこれに相

当する課程を修めて卒業した後、３年以上水道、工業用水

道、下水道、道路又は河川（以下この項において「水道

等」という。）に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者（１年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者に限る。） 

(2) 学校教育法による大学において機械工学科若しくは電気

工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、４

年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有す
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旧 新 

の実務に従事した経験を有する者 

 

(3) 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前

期課程を含む。）又は高等専門学校において土木科又はこ

れに相当する課程を修めて卒業した後（同法による専門職

大学の前期課程にあっては、修了した後）、５年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 学校教育法による高等学校又は中等教育学校において土

木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、７年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

る者（２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

(3) 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前

期課程を含む。）又は高等専門学校（次号において「短期

大学等」という。）において土木科又はこれに相当する課

程を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程

にあっては、修了した後。次号において同じ。）、５年以

上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（２年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者に限る。） 

(4) 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに

相当する課程を修めて卒業した後、６年以上水道等に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者（３年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。） 

(5) 学校教育法による高等学校又は中等教育学校（次号にお

いて「高等学校等」という。）において土木科又はこれに

相当する課程を修めて卒業した後、７年以上水道等に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者（３年６か月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に

限る。） 

(6) 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに

相当する課程を修めて卒業した後、８年以上水道等に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者（４年以上水道
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旧 新 

 

 

(5) 10年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 

 

(6) 第１号又は第２号に規定する学校を卒業した者であっ

て、学校教育法に基づく大学院研究科において１年以上衛

生工学若しくは水道工学に関する課程を専攻した後、又は

大学の専攻科において衛生工学若しくは水道工学に関する

専攻を修了した後、第１号に規定する学校を卒業した者に

あっては１年以上、第２号に規定する学校を卒業した者に

あっては２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 

 

(7) 外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する

課程及び学科目又は第３号若しくは第４号に規定する課程

に相当する課程又は学科目を、それぞれ当該各号に規定す

る学校において修得する程度と同等以上に修得した後、そ

れぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

(8) 技術士法（昭和58年法律第25号）第４条第１項の規定に

よる第２次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科

目として上水道及び工業用水道を選択したものに限る。）

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。） 

(7) 10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者（５年以上水道の工事に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者に限る。） 

(8) 第１号又は第２号の卒業者であって、学校教育法に基づ

く大学院研究科において１年以上衛生工学若しくは水道工

学に関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科において

衛生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後、第

１号の卒業者にあっては２年以上、第２号の卒業者にあっ

ては３年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者（第１号の卒業者にあっては１年以上、第２号

の卒業者にあっては１年６か月以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(9) 外国の学校において、第１号から第６号までに規定する

課程に相当する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校

において修得する程度と同等以上に修得した後、それぞれ

当該各号に規定する最低経験年数以上水道等に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者（それぞれ当該各号に

規定する水道等の最低経験年数の２分の１以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(10) 技術士法（昭和58年法律第25号）第４条第１項の規定に

よる第２次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科

目として上水道及び工業用水道を選択した者に限る。）で
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旧 新 

であって、１年以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

２ 簡易水道事業の用に供する水道（以下「簡易水道」とい

う。）については、前項第１号中「２年以上」とあるのは

「１年以上」と、同項第２号中「３年以上」とあるのは「１

年６か月以上」と、同項第３号中「５年以上」とあるのは

「２年６か月以上」と、同項第４号中「７年以上」とあるの

は「３年６か月以上」と、同項第５号中「10年以上」とある

のは「５年以上」と、同項第６号中「第１号に規定する学校

を卒業した者にあっては１年以上」とあるのは「第１号に規

定する学校を卒業した者にあっては６か月以上」と、「２年

以上」とあるのは「１年以上」と、同項第７号中「最低経験

年数以上」とあるのは「最低経験年数の２分の１以上」と、

同項第８号中「１年以上」とあるのは「６か月以上」とそれ

ぞれ読み替えるものとする。 

 

 

 

あって、１年以上水道等に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者（６か月以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者に限る。） 

(11) 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第34条第１項及

び第２項の規定による土木施工管理に係る１級の技術検定

に合格した者であって、３年以上水道等に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（１年６か月以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

２ 簡易水道事業の用に供する水道（以下「簡易水道」とい

う。）については、前項第１号中「３年以上水道、工業用水

道、下水道、道路又は河川（以下この項において「水道等」

という。）に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（１年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。）」とあるのは「１年６か月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第

２号中「４年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者（２年以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者に限る。）」とあるのは「２年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第

３号中「５年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者（２年６か月以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「２年６か

月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者」と、同項第４号中「６年以上水道等に関する技術上の実
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旧 新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

務に従事した経験を有する者（３年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは

「３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者」と、同項第５号中「７年以上水道等に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（３年６か月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあ

るのは「３年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者」と、同項第６号中「８年以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者（４年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。）」とあるのは「４年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者」と、同項第７号中「10年以上水道

等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。）」とあるのは「５年以上水道の工事に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第

８号中「２年以上、第２号の卒業者にあっては３年以上水道

等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（第１号

の卒業者にあっては１年以上、第２号の卒業者にあっては１

年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者に限る。）」とあるのは「１年以上、第２号の卒業者

にあっては１年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者」と、同項第９号中「最低経験年数以上

水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（そ
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旧 新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れぞれ当該各号に規定する水道等の最低経験年数の２分の１

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に

限る。）」とあるのは「水道等の最低経験年数の２分の１以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」

と、同項第１０号中「１年以上水道等に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者（６か月以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは

「６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者」と、同項第１１号中「３年以上水道等に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者（１年６か月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」

とあるのは「１年６か月以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

 

（水道技術管理者の資格） 

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める水道技術管理

者が有すべき資格は、次の各号のいずれかに該当するものと

する。 

 (1) 前条の規定により簡易水道以外の水道の布設工事監督者 

  に必要な資格を有する者 

 

 

 

 

（水道技術管理者の資格） 

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める水道技術管理

者が有すべき資格は、次のとおりとする。 

 

 (1) 前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校に

おいて土木工学科若しくは土木科又はこれらに相当する課

程を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の前

期課程にあっては、修了した後）、同項第１号に規定する

学校を卒業した者については３年以上、同項第３号に規定
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旧 新 

 

 

 

 

(2) 前条第１項第１号、第３号及び第４号に規定する学校に

おいて土木工学以外の工学、理学、農学、医学若しくは薬

学に関する学科目又はこれらに相当する学科目を修めて卒

業した後（学校教育法による専門職大学の前期課程にあっ

ては、修了した後）、同項第１号に規定する学校を卒業し

た者については４年以上、同項第３号に規定する学校を卒

業した者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、

修了した者）については６年以上、同項第４号に規定する

学校を卒業した者については８年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者 

 

(3) 略 

(4) 前条第１項第１号、第３号及び第４号に規定する学校に

おいて、工学、理学、農学、医学及び薬学に関する学科目

並びにこれらに相当する学科目以外の学科目を修めて卒業

した（当該学科目を修めて学校教育法に基づく専門職大学

の前期課程（以下この号において「専門職大学前期課程」

という。）を修了した場合を含む。）後、同項第１号に規

定する学校を卒業した者については５年以上、同項第３号

に規定する学校を卒業した者（専門職大学前期課程の修了

する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課程

にあっては、修了した者）については５年以上、同項第５

号に規定する学校を卒業した者については７年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(2) 前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校に

おいて工学、理学、農学、医学若しくは薬学の課程又はこ

れらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこれら

に相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（学校教育

法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した

後）、同項第１号に規定する学校を卒業した者については

４年以上、同項第３号に規定する学校を卒業した者（同法

による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）に

ついては６年以上、同項第５号に規定する学校を卒業した

者については８年以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者 

(3) 略 

(4) 前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校に

おいて、工学、理学、農学、医学及び薬学に関する課程並

びにこれらに相当する課程以外の課程を修めて卒業した

（当該課程を修めて学校教育法に基づく専門職大学の前期

課程（以下この号において「専門職大学前期課程」とい

う。）を修了した場合を含む。）後、同項第１号に規定す

る学校の卒業者については５年以上、同項第３号に規定す

る学校の卒業者（専門職大学前期課程の修了者を含む。次
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旧 新 

者を含む。次号において同じ。）については７年以上、同

項第４号に規定する学校を卒業した者については９年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(5) 外国の学校において、第２号に規定する学科目又は前号

に規定する学科目に相当する学科目を、それぞれ当該各号

に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得し

た後、それぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

(6) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 簡易水道については、前項第１号中「簡易水道以外の水

道」とあるのは「簡易水道」と、同項第２号中「４年以上」

とあるのは「２年以上」と、「６年以上」とあるのは「３年

以上」と、「８年以上」とあるのは「４年以上」と、同項第

３号中「10年以上」とあるのは「５年以上」と、同項第４号

中「５年以上」とあるのは「２年６か月以上」と、「７年以

号において同じ。）については７年以上、同項第５号に規

定する学校の卒業者については９年以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者 

(5) 外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する

課程又は前号に規定する課程に相当する課程を、それぞれ

当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以上

に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する

最低経験年数以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 

(6) 略 

(7) 技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上 

 下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業 

 用水道を選択した者に限る。）であって、１年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(8) 建設業法施行令第34条第１項及び第２項の規定による土

木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、

３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者 

２ 簡易水道については、前項第１号中「３年以上」とあるの

は「１年６か月以上」と、「５年以上」とあるのは「２年６

か月以上」と、「７年以上」とあるのは「３年６か月以上」

と、同項第２号中「４年以上」とあるのは「２年以上」と、

「６年以上」とあるのは「３年以上」と、「８年以上」とあ

るのは「４年以上」と、同項第３号中「10年以上」とあるの
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旧 新 

上」とあるのは「３年６か月以上」と、「９年以上」とある

のは「４年６か月以上」と、同項第５号中「最低経験年数以

上」とあるのは「最低経験年数の２分の１以上」とそれぞれ

読み替えるものとする。 

 

 

 

は「５年以上」と、同項第４号中「５年以上」とあるのは

「２年６か月以上」と、「７年以上」とあるのは「３年６か

月以上」と、「９年以上」とあるのは「４年６か月以上」

と、同項第５号中「最低経験年数以上」とあるのは「最低経

験年数の２分の１以上」と、同項第７号中「１年以上」とあ

るのは「６か月以上」と、同項第８号中「３年以上」とある

のは「１年６か月以上」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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（提案理由） 

生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政

令（令和６年政令第１０２号）等の施行により、所要の改正を行うため、提案するものであります。 
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議案第１１号 

 

伊那市農業集落排水施設の設置等に関する条例及び伊那市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を

改正する条例 

 

 

 （伊那市農業集落排水施設の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 伊那市農業集落排水施設の設置等に関する条例（平成１８年伊那市条例第１５８号）の一部を次のように改正する。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

 （名称、位置及び区域） 

第３条 農業集落排水施設の名称、農業集落排水処理施設の名   

称並びに位置及び排水施設整備区域は、次のとおりとする。 

農業集落排水施

設の名称 

農業集落排水処理施設 排水施設整備区 

名称 位置 域 

略    

伊那市美篶東部

地区農業集落排

水施設 

美篶東部

浄化セン

ター 

伊那市美

篶3422番

地 

芦沢区、南割

区、笠原区、横

町及び西高遠千

年町の区域 

伊那市西春近小

出北部地区農業

集落排水施設 

西春近小出

北部浄化セ

ンター 

伊那市西

春近135番

地 

小出一区及び小

出二区の一部の

区域 

 

（名称、位置及び区域） 

第３条 農業集落排水施設の名称、農業集落排水処理施設の名   

称並びに位置及び排水施設整備区域は、次のとおりとする。 

農業集落排水施

設の名称 

農業集落排水処理施設 排水施設整備区 

名称 位置 域 

略    

    

 

 

 

伊那市西春近小

出北部地区農業

集落排水施設 

西春近小出

北部浄化セ

ンター 

伊那市西

春近135番

地 

小出一区及び小

出二区の一部の

区域 
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旧 新 

略    
 

略    

     

 

別表第２（第15条関係） 

（１戸につき） 

農業集落排水施設の名称 加入金 

略  

伊那市美篶東部地区農業集落排水施設 370,700円 

伊那市西春近小出北部地区農業集落排水施設 504,900円 

略  
 

 

別表第２（第15条関係） 

（１戸につき） 

農業集落排水施設の名称 加入金 

略  

  

伊那市西春近小出北部地区農業集落排水施設 504,900円 

略  

      

 

 

 （伊那市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 伊那市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成１８年伊那市条例第２０３号）の一部を次のように改正す

る。 

 

(傍線の部分は改正部分)  

旧 新 

 

別表第３（第２条関係） 

上牧の一部 野底の一部 福島の一部 

伊那部の一部 美篶の一部 東春近の一部 

西箕輪の一部 西春近の一部  

 

別表第３（第２条関係） 

上牧の一部 野底の一部 福島の一部 

伊那部の一部 美篶の一部 東春近の一部 

西箕輪の一部 西春近の一部 手良中坪の一部 
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旧 新 

  

 

 

 

高遠町西高遠の一

部 

  

      

 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（提案理由） 

美篶東部地区の農業集落排水事業を伊那特定環境保全公共下水道事業に統合等するため、提案するものであります。 
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議案第１２号  

 

財産（建物）の譲与について 

 

 

下記のとおり建物を譲与することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求める。 

 

記 

 

１ 譲与する建物 

 (1) 所 在 地   伊那市横山９３２７番地３ 

 (2) 名    称   横山集会施設 

 (3) 構造規模   木造 平屋建て 

          ２６３.８４平方メートル 

２ 譲与する相手先 伊那市横山９３３２番地 

横山区 

 代表 小林 伸一 

３ 譲与する日   令和７年１月１日 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

林業生活環境施設を所在する区域の認可地縁団体へ譲与するため、提案するもので

あります。 
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議案第１３号 

 

令和６年度伊那市一般会計第６回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和６年

度伊那市一般会計第６回補正予算を、別冊のとおり提出する。  

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第１４号 

 

令和６年度伊那市国民健康保険特別会計第１回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和６年

度伊那市国民健康保険特別会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第１５号 

 

令和６年度伊那市国民健康保険直営診療所特別会計第１回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和６年

度伊那市国民健康保険直営診療所特別会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第１６号 

 

令和６年度伊那市介護保険特別会計第２回補正予算について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和６年

度伊那市介護保険特別会計第２回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第１７号 

 

令和６年度伊那市公有財産管理活用事業特別会計第２回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和６年

度伊那市公有財産管理活用事業特別会計第２回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和６年１１月２９日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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